
No1

目
的

①

②

③

④

①

②

③

④

⑤

（単位：千円）

#
#
#
#

#
#
#

正味財産の部合計# # # # # #

国庫支出金
維持補修費 0 0 0 都支出金

303 178
1,263 1,225 ▲ 38

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目

125

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 9,049 9,096 47

行
政
収
入

地方税等 0 0 0
物件費

0 その他 0 0 0
不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 1,263 1,225 ▲ 38

扶助費 0 0 0

3、4年度はコロナの影響により、実施
団体が減少している。

地域教育力向上支援事業支援事
業数（事業）

7(累計29) 6(累計30) ４(累計33) 7(累計37)  6（累計40）
補助期間が上限3年のため、定期的に
補助対象事業の入れ替わりがある

11 18 25 50
親育ち支援事業支援実績（実施
団体数）

13

4年度 5年度

190

ＰＴＡ連携家庭教育学級実施回
数（回）

2 4 6 6

指標に関する説明
3年度 4年度 5年度

6年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名

10

500
家庭教育学級参加者数（PTA連
携除く）（人）

117

子育て教育都市

04

施策名
家庭教育の支援と地域教育力の向
上

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

親子の間でコミュニケーションがとれていると感じますか？

あなたのご家族には、子育てに関する理解や協力があると感じますか？

お住まいの地域に、子育て家庭に対して理解し、協力する雰囲気があると感じま

すか？

　子どもたちが個性や能力を十分に発揮し、心豊かに成長するためには、学校・家庭・地域の連携
が不可欠であり、区は、家庭教育への支援を継続するとともに、地域社会の発展を支える地域教育
力の向上を図る。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
3年度 4年度 5年度

家族の理解・協力 4.14 4.12 4.16

3.43 3.57

親子コミュニケーションの充実
度

4.13 4.05 4.11

地域の子育てへの理解・協力 3.49

145 180

施策分析シート（令和6年度）

施策No 04-11
部課名 地域文化スポーツ部生涯学習課
課長名 篠原

指標の推移

指標の推移

3年度はコロナの影響により、集合に
よる講座は減少している

指標に関する質問文

内線 3350

関連部課名 教育委員会事務局教育総務課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅱ

0 0 0

0 0

分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 2,155 1,770 ▲ 385 使用料及び手数料 0 0 0

行政費用合計(b) 12,213 12,650 437 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 10,950 ▲ 11,425 ▲ 475
0

賞与・退職給与引当金繰入額 884 1,481 597 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 10,950 ▲ 11,425 ▲ 475
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0 0

貸
借
対
照
表

勘定科目 4年度 5年度 差額 勘定科目 4年度 5年度 差額
流

動

資

産

収入未済 0 0 0 流動負債 360

固
定
資
産

有形固定資産 0 0 0 賞与引当金 360 397

397 37
不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

0

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 10,950 ▲ 11,425 ▲ 475

建物 0 0 0 固定負債 3,632 4,127 495

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0 0
37

土地 0 0 0 その他の流動負債 0 0

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 3,992 4,524 532

建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0 0
工作物等 0 0 0 退職給与引当金 3,632 4,127 495

0

資産の部合計 0 0 0 負債及び正味財産の部合計 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0 正味財産 ▲ 3,992 ▲ 4,524 ▲ 532
その他の固定資産 0 0 0 ▲ 3,992 ▲ 4,524 ▲ 532

財務諸表に関する特徴的事項等

○例年、行政費用の多くを給与関係費と補助費等が占めている。補助費等は主に、講師並びに託児者への謝礼（報
償費）と子育てに関する支援を行う地域活動団体への補助金によるものである。
○5年度は一部講座をオンラインで実施したが、他の講座は対面講座としたことにより、動画作成委託料を支出しな
かった。
○5年度は地域教育力向上支援事業の補助金の申請団体が減少したため、補助金の支出が減少した。
〇5年度は一部講座の講師謝礼を法人に対し支払ったため、補助費が減少し、物件費が増加した。






